定款改悪案意見書（2）

定款改悪案の書面表決・委任状はボイコット（棄権、不送付）しよう！

2007年3月11日

森永宗史（奈良県放射線技師会所属、会員No：31958）

　皆様、ご無沙汰しています。

　(社)日放技会誌3月号（p12＆同封）にお知らせ『定款改正に対する書面表決・委任状の提出のお願い』と題する(社)日放技熊谷和正現執行部による脅迫的呼びかけがなされていますが、副題である（公益法人制度の改革の経緯から）彼らの言辞がいかに詐欺的で脅迫的であるか以下に説明します。前回（’06/12/26）に引き続き彼らの悪辣なる真意と曲解を暴くためにその後の経緯と文書に対して補足説明をいたします。

　改定を先送りしてきた無責任性については、前回すでに述べましたが、その後も彼らは相変わらずその責任に対して言及しようとする気など微塵もないようです。

【定款改正(悪)案の問題点について】

　定款改正案なる改悪案の最大の問題点は今回の21条2項の『代議員をもって民法上の社員とする』であることは前回述べました。

　問題点はその他、総会において執行部役員が約150名を代表する代議員と同等の1票を有する第21条3項の規定、事業のうち会員の福利厚生事業を削除した第4条、会長をはじめとする役員・理事の立候補制を廃止した第14条、など多くあります。その他の点に関しては、詳しく分析されている埼玉放技のHPに掲載されているファイル＜http://www.sart.jp/member2005/siryou/2006/siryou2/teikannkaitei.pdf＞を参考にしてください。

【日放技現執行部の詐欺的な言辞】

　以下、(社)日放技雑誌3月号から問題の箇所を抜粋します。

　『今後、本会は、民法に基づく公益社団法人（施行平成20年12月1日見込み）として認定申請するか、一般社団法人に移行することの認可申請を行うかを監督官庁の指示、意向を受けながら諸準備を行うことが必要となります。』

　この表現はあたかも平成20年度中に認定申請しなければならないかのような錯覚を起こさせるものですが、認定申請が始まるのは施行予定の平成20年12月1日頃からであり、前もって準備を完了している必要はないものです。また、仮に準備をするとしても、今回の定款改定は現在は改定前民法下での手続きであり、今回の定款改定如何に関わらず、いずれにせよ平成20年12月以降に新法下での定款を作成し、公益社団法人の認可ないしは一般社団法人としての選択を行わなければならないのです。したがって、今回の改定に際しあわてて新法下を想定した内容に改める必要は全くないということを知っておくべきです。また、『監督官庁の指示、意向』は新法下では全くのまやかしです。何故なら新法下では縦割り行政の主務官庁は存在しないのであり、新法下での公益法人の認可に現在の主務官庁である厚労省の意向が反映することは無くなっているにも関わらず、何故指示を受け、意向を配慮しなければならないでしょうか。そもそも厚労省の担当者はそのような指示や意向の伝達をなんら行っていないと明言しているではありませんか。

　『他の法人に先駆け、新法人の要件をできるだけ満たした「定款改正案」を現在、会員各位に表決・委任をお願いしております。』と、他法人との競争意識を煽り、早ければ何か見返りが期待できるかのような表現で、肝腎の定款内容の議論を封じようという下心が見え透いています。

　『総会が開けないとなると、新公益法人の認定申請ができないことになり、本会としては重大な局面を迎えることになります。・・・　行政改革から端を発している新制度の趣旨から、本会が必要な能力を有していない判定されることは不利を生み、多くの会員が「会」の構築および存続を望まないことになります。そして公益社団法人への道も、閉ざされることになります。』　

　自分たちが3年間も先送りしてきた怠慢を覆い隠すために、あたかも新法下での公益社団法人の認可不可能になるかのような不安を煽り、脅しをかけています。

【公益法人制度改革を利用した煽動】

　上記のこれらの言辞が如何に詐欺的であるかは、以下の資料からの抜粋で十分納得されるものと思います。

　実用法律雑誌「ジュリスト」2月号（No1328,2007.2.15、有斐閣）には、特集「新しい非営利法人制度」として公益法人3法の解説と移行措置に関して法学的観点から取り上げられています。そのうち、法改定に関して事務局として関わってきた梅澤敦氏（行政改革推進本部事務局公益法人制度担当企画官）が移行措置について説明しています。執行部がいう脅し文句とは全く正反対の見解が述べられているので参照いただければ良いでしょう。

　『移行措置を立案するに当たっては、現行公益法人が行っている事業運営の大きな支障にならないよう、また移行の課程において過度の負担とならないようにすることを念頭に置いている。』　『このため、5年間という比較的長期の移行期間を設け、新制度の法人としての準備が整った法人から、それぞれ行政庁に対して申請を行い、移行の認定又は移行の認可を受けることにより、新制度の法人に移行できるとした。』　『また、新法の施行によって直ちに法人が対応しなければならないことが生じないようにするとともに、新制度の法人に移行するまでの間は従来どうりの運営が可能となるように配慮したところである。』　新法施行下移行期間で公益法人として移行が完了していない特例民法法人（特例社団法人と特例財団法人）に関して、『整備法においては、移行するまでの間は基本的に従前のとおり運営できるようにした上で、さらに特例民放法人が望めば新制度も可能な限り利用できるとする方向で経過措置を定めた。』　『この移行認定の申請先は行政庁となっており（一般法人整備法103条1項）、旧主務官庁に申請書を提出する必要はない。』

　前述の執行部の文言と梅澤敦氏（行政改革推進本部）の文言を比較対照すると執行部が改革法の趣旨と手続き実態をいかにねじ曲げているか一目瞭然となるでしょう。

【定款改定の最大の問題とわれわれがとるべき行動】

　したがって、今回の定款改定の最大の問題とそれに対するとるべき行動について、前回（2007/12/26）に指摘しましたが、以下もう一度繰り返します。

　改悪案の第21条第2項に記載されている『代議員をもって民法上の社員とする』という一般会員の権利放棄の改定を行うと、現在の会員（社員）は単に会費を上納・収奪されるだけの非社員となってしまうのです。今回のような定款改定時にその意志を問われるような機会も永遠に失われるのです。現在の定款では会員は通常総会では代議員総会ではありますが、定款改定時には全会員が等しく1票の権利を行使し、また改革法では、自ら金員を提供している組織の基本方向を定める権利やその他の前述した運営参画権や訴訟権を保持できるのです。したがって、熊谷のいう『会員の権利や利益」は排除され』ということが改革法がもたらしたかのごとき錯覚を抱かさせるような記述となっていますが、『会員の権利と利益を排除』しようとしているのは熊谷ら自身であることを明確に認識しなければなりません。なぜなら、改革法下では現行民法下以上の公益性、情報公開性が求められ、社員の運営参画権が認められおり、これまでのような独断専行のやり方が通用しにくくなるのを熊谷らは恐れているからなのです。ここに至って、熊谷らが改革法下の全面改悪案を何故に唐突に出してきた理由がよく理解できるものと思います。また、会員の運営構成員からの除外を狙う『代議員をもって民法上の社員とする』条項に固執する理由もよくわかるでしょう。

　かく見てくると、今回の定款改正案なるものは会員を奴隷に等しい員外化を推し進めるものであると言えます。したがって、『代議員をもって民法上の社員とする』という改悪は断じて許してはなりません。
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【「反対」ではなく「不送付」にする理由】

　現行定款では定款改定には会員の2/3以上の出席（委任、書面表決を含む）と2/3以上の賛成を必要としています。1/3以上の棄権もしくは、有効投票数の1/3以上の反対によって熊谷等が目論む改悪定款の成立を阻止し、ひいては現行の会員の権利の剥奪を阻止することが可能となります。

　社団法人日本放射線技師会を公明正大に民主的に運営する望ましい公益法人として存続させていこうとする気持ちのある方は書面記載は「反対」しかないことになります。

　ただし、定款改悪案を阻止するためには、もう一つ棄権、すなわち書面表決ハガキを投函しないという方法があります。

　この書面表決・委任状の扱いに関しては、本来は反対と書面表決すべきところです。しかし、現執行部のとってきた監事文書署名捏造疑惑事件（05/2/26）、立会人・代議員不在の役員選挙開票（06/6/3）、そして今回の公益法人改革法の詐術と曲解などの生々しい近年の疑惑の事例を考えてみれば、今回は書類の保管管理や所管責任組織も明確でなく、チェック欄への不正記入（捏造）の防止策が不明、捺印省略、投函期限の不記載、被委任者が会長のみという限定、他数々の問題点があり、書面受け付け期間が約6ヶ月と異例に長くその間に不正を行うのは容易と考えられます。また、不正の有無の検証は社団法人の組織としては現行法下では監事の役割が最も重要なのですが、監事の一人は、最近技師会関連書類配付に国政選挙用チラシを同封するなど、技師会を政治的利用に使って恥じない政治連盟の理事長であり、前任の高潔な両監事と違って、監視役には全く不適切な現状では、ハガキをあえて送付しない方が適切な定款改悪阻止の積極的な行動と言えます。投票をボイコットするというのはあまり誉められた方法ではないと思われますが、投票の管理・開票の不正の余地が有り余るほどあり、およびその検証が担保されていない現状ではやむを得ざる選択と考えます。

　「今後、現執行部や各地方技師会の役員から不送付者に対して、執拗なハガキ送付の督促が手を変え品を変えて再三再四行ってくることが予想されますが、」と前回述べましたが、その予告通り今回は督促文のみならず、2通目の書面表決・委任状を送りつけてきました。未表決会員に2通送りつければ現在で少なくとも総計５万通以上の書面表決・委任状が存在することになり、より操作をしやすい環境を整えているようです。

　「定款改悪には反対だから送らない」と明言していただければ幸いです。地方技師会役員らとの摩擦が生じることに気が進まない方は事実を明らかにせず、「もう送った。」ないしは「送ったはずで、手元には用紙はない。」と回答していただければ済む話なので、気軽に「ウソも方便」を実行していただければ結構です。

　本来は各自の反対表決書類を一括集約する場所があることが望ましいのですが、現在のところ定まっておりませんので、それまでは各自厳重保管されるようお願いします。

　現執行部は「委任状送付は会員の義務」と言っていますが、選挙権は選挙人（会員）が行使すべき「権利」であって、その行使の仕方は選挙人（会員）に100％ゆだねられているものであることは常識であることは言うまでもありません。

　全国の会員は社団法人日本放射線技師会のまっとう・健全な公益法人として存続させるために、今回の定款改悪案に対してボイコット（棄権、不送付）することによって、定款改悪阻止の意思表示を明確にされんことを望みます。

　以上。
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